
◎鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律
（平成一四年七月一二日法律第八八号）　　

一、提案理由（平成一四年四月九日・参議院環境委員会）

○国務大臣（大木浩君）　ただいま議題となりました鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関

する法律案につきまして、その提案の理由及び主な内容を御説明申し上げます。

　鳥獣は、我が国の自然環境の重要な構成要素であるとともに、国民共有の財産であり、

その保護と狩猟の適正化を図ることは、生物の多様性の確保、生活環境の保全、農林水

産業の健全な発展に欠くことのできないものであります。この目的を確保するため、鳥

獣保護及狩猟ニ関スル法律により、鳥獣の保護を図るための事業の実施、鳥獣による生

活環境、農林水産業又は生態系への被害防止、猟具の使用による危険の防止を図ってい

るところであります。

　この法律案は、狩猟免許に係る障害者の欠格条項の見直し、水鳥の鉛中毒の防止、違

法な鳥獣の捕獲等の防止、捕獲等をした後の報告等に関し規定を整備するとともに、片

仮名書きで文語体である鳥獣保護及狩猟ニ関スル法律の条文を平仮名書きの口語体に改

めようとするものであります。

　次に、この法律案の内容を御説明申し上げます。

　第一に、狩猟免許に係る障害者の欠格条項について、狩猟に伴う安全の確保に支障を

来さないようにしつつ、障害者の社会参加を不当に阻むことがないよう、必要な見直し

を図ることとしております。

　第二に、水鳥の鉛中毒被害の防止のため、水辺域における鉛製散弾の使用を制限する

指定猟法禁止区域を設けることができることとするとともに、生態系に重要な影響を及

ぼす鳥獣の殺傷個体の放置を防止するための措置を講じます。

　第三に、違法な鳥獣の捕獲等を防止するため、違法に捕獲した鳥獣の飼養の禁止等の

措置を講じます。

　第四に、鳥獣の生息状況を的確に把握するため、鳥獣の捕獲等の許可を受けた者又は

狩猟者は、捕獲等をした鳥獣について必要な報告を行わなければならないことといたし

ます。

　第五に、手続の合理化を図る観点から、鳥獣の捕獲等について、この法律及び絶滅の

おそれのある野生動植物の種の保存に関する法律に基づく環境大臣の許可手続を調整す

る規定を置くことといたします。

　このほか、国民に分かりやすい法律とするため、大正七年に制定された片仮名書きの

文語体の条文を、平仮名書きの口語体の条文に改め、所要の規定の整備を図ることとし

ております。

　以上がこの法律案の提案の理由及びその内容であります。

　何とぞ、慎重に御審議の上、速やかに御可決あらんことをお願い申し上げます。

　以上です。



二、参議院環境委員長報告（平成一四年四月二二日）

○堀利和君　ただいま議題となりました法律案につきまして、環境委員会における審査

の経過と結果を御報告申し上げます。

　本法律案は、最近における鳥獣の生息状況及び狩猟の実態にかんがみ、鳥獣の保護及

び狩猟の適正化の要請への的確な対応を図るため、狩猟免許に係る障害者の欠格条項の

見直し、水鳥の鉛中毒の防止、違法な鳥獣の捕獲等の防止、捕獲等をした後の報告等に

関して所要の規定の整備を図るとともに、片仮名書きで文語体である鳥獣保護及狩猟ニ

関スル法律の条文を平仮名書きの口語体に改めようとするものであります。

　委員会におきましては、本法の適用除外となる鳥獣の定め方、平成十一年改正時の鳥

獣保護法見直し規定への対処姿勢、生物多様性の確保の担保措置充実の必要性、鳥獣に

よる農林業被害の状況と被害防止対策の現状、総合的な移入種対策の必要性等について

質疑が行われたほか、参考人から意見聴取を行いましたが、その詳細は会議録によって

御承知願います。

　質疑を終局し、討論に入りましたところ、日本共産党を代表して岩佐委員より本法律

案に反対する旨の意見が述べられました。

　討論を終わり、採決の結果、本法律案は多数をもって原案どおり可決すべきものと決

定いたしました。

　なお、本法律案に対し附帯決議が付されております。

　以上、御報告申し上げます。

○附帯決議（平成一四年四月一八日）

　野生鳥獣は、生物多様性の重要な構成要素であり、永く後世に伝えていくべき国民の

共有財産である。かかる観点から、政府は、現行の鳥獣保護及狩猟ニ関スル法律につい

て、平成十一年の法改正時に付された附帯決議事項の誠実な履行に努めるほか、同改正

法附則により法施行後三年を目途とされている見直しに的確に対処するとともに、本法

の施行に当たり、次の事項について適切な措置を講ずべきである。

一、生物多様性の確保に向けての担保措置の整備充実を図るとともに、野生生物保護の

法体系の見直しについて検討を行うこと。

二、生活環境、農林水産業又は生態系に係る被害を防止することを目的とする捕獲等に

ついては、スポーツハンティングとの区分を明確にすること。

三、本法第十三条によって捕獲許可等を要しない種、並びに、第八十条によって適用が

除外される「他の法令により捕獲等について適切な保護管理がなされている」種を環

境省令で定めるに当たっては、科学的根拠のある適切な調査及び広範な国民からの意

見聴取を行うなど、その手続の透明化を図ること。

四、ニホンザル、ツキノワグマ及びヒグマが、捕獲許可なく、あるいは捕獲許可目的を

偽って、違法捕獲され、それら捕獲個体が実験動物目的、あるいは製薬目的で譲渡さ

れることがないよう、大学、市町村、狩猟者にその徹底を図るとともに、捕獲許可事



務の適正な運用に努め、併せて違法捕獲・飼養を行う業者の取り締まりを強化するこ

と。

五、生物多様性への影響が懸念されている移入種問題については、本法の更なる改正を

含め総合的な対策を早急に構築すること。

　右決議する。

三、衆議院環境委員長報告（平成一四年七月五日）

○大石正光君　ただいま議題となりました法律案につきまして、環境委員会における審

査の経過及び結果を御報告申し上げます。

　本案は、鳥獣の保護及び狩猟の適正化の要請への的確な対応を図ろうとするものであ

ります。

　その主な内容は、狩猟免許に係る障害者の欠格条項の見直し、鉛製散弾による水鳥の

鉛中毒被害の防止のための指定猟法禁止区域の設定、違法に捕獲した鳥獣の飼養の禁止、

鳥獣の捕獲等をした者に対する必要な報告の義務づけなどの措置を行うとともに、文語

体の条文を口語体に改めようとするものであります。

　本案は、参議院先議に係るもので、五月三十一日本委員会に付託されたものでありま

す。

　委員会においては、六月四日大木環境大臣から提案理由の説明を聴取した後、十一日

に質疑に入り、十四日には参考人からの意見聴取を行うなど慎重な審査を重ね、七月二

日に質疑を終了いたしました。

　本案審査に当たりましては、野生生物全体を保護対象とした法体系整備の必要性、一

部の鳥獣を本法の適用から除外することの妥当性、野生鳥獣による農林業被害補償制度

の充実の必要性、鳥獣保護員の採用方法等の見直しや人材の育成の必要性などの諸点に

ついて論議が交わされました。その詳細については会議録を御参照いただきたいと思い

ます。

　次いで、同日の委員会において討論を行い、採決の結果、本案は賛成多数をもって原

案のとおり可決すべきものと議決いたしました。

　なお、本案に対し附帯決議が付されたことを申し添えます。

　以上、御報告申し上げます。

○附帯決議（平成一四年七月二日）

　政府は、本法の施行に当たり、次の事項について適切な措置を講ずべきである。

一　野生鳥獣の保護を一層明確にした法制度、鳥獣による農林業者の被害救済措置、公

的機関が主導する捕獲体制の強化、野生鳥獣の保護管理のための国と地方の責務の一

層の明確化等の検討を進めるために必要な、特定鳥獣保護管理計画の実施状況の把握

及び評価を進めるとともに、野生生物全般の保護に係る将来的な法体系の確立に向け

た検討を行うこと。

二　とらばさみ及びくくりわなについては、錯誤捕獲のおそれや殺傷の危険性が高いこ



とから、法定猟具から除外することについて検討すること。

三　本法第八十条によって適用が除外されることが想定されている海棲哺乳類について

は、捕獲数、生息域の把握、個体数の推計など他法令による保護管理の効果に関する

継続的な調査を関係省庁が連携して行い、十分な保護が図れないと認められるときは、

速やかに本法適用対象種の見直しを行うこと。

四　個体数調整、農林業被害防止等のため捕獲された鳥獣については、適切な処理が図

られるよう留意し、動物実験・製薬用等の目的を偽った捕獲や譲渡が行われることの

ないよう、捕獲許可事務の適正な運用に努めるとともに、大学、都道府県、市町村及

び狩猟者等にその徹底を図ること。

五　移入種については、生物多様性に影響を及ぼすおそれが高いことから、本法の改正

等抜本的な対策を講ずるとともに、移入種による生態系への悪影響を防止するための

施策を早急に実施すること。

六　野生鳥獣の生息地である森林や里山等の維持・保全を進めるとともに、薬剤等の使

用による生態系への影響についての科学的知見を集積し、悪影響が認められる場合に

は直ちに適切な措置を講ずること。


